川西町浄化槽整備促進事業費補助金交付要綱
　（目的）

第１条　この要綱は、既存単独処理浄化槽又は汲み取り便槽から合併処理浄化槽への浄化槽転換事業を行う者（以下「設置者」という。）に対し、川西町補助金等に係る予算の執行の適正化に関する規則（昭和４４年規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところにより、予算の範囲内において補助金を交付し、生活雑排水による河川等の水質汚濁を防止し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を目的とする。

　（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

  ⑴　合併処理浄化槽　浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。以下「法」という。）第２条第１号に規定する浄化槽をいう。

  ⑵　既存単独処理浄化槽　浄化槽法の一部を改正する法律（平成１２年法律第１０６号）附則第２条に規定する既存単独処理浄化槽をいう。

  ⑶　汲み取り便槽　し尿を貯留し、定期的にこれを汲み取って処分する方式の便槽（泡や少量の水を使用する簡易水洗便所で定期的に汲み取る方式の便槽を含む。）をいう。

　⑷　浄化槽転換事業　下水道法（昭和３３年法律第７９号）第４条第１項の事業計画において定められた同法第５条第１項第１号に規定する予定処理区域以外の区域において、既存の住宅の改良により、既存単独処理浄化槽又は汲み取り便槽（以下「単独処理浄化槽等」という。）を廃止し、合併処理浄化槽を設置する事業をいう。

　⑸　個人設置型浄化槽転換事業　個人等が町の補助を受けて行う浄化槽転換事業をいう。

　⑹　浄化槽工事費　個人設置型浄化槽転換事業に係る合併処理浄化槽設置工事（配管工事等の付帯工事を除く。）に要する設計費、本工事費及び工事監理費の額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）をいう。

　（交付の対象者）

第３条　この要綱による補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる項目に適合する者とする。

  ⑴　設置者

  ⑵　補助金申請年度の２月末日まで、完了報告書を提出できる者

  ⑶　町税の滞納がない者

  ⑷　法第７条及び第１１条に規定する法定検査を受検し、今後も受検する者

  （交付の対象工事）

第４条　補助金の交付の対象となる工事は、当該年度内に行われる個人設置型浄化槽転換事業とする。
  （補助金の額）

第５条　補助金の額は、次の表の区分ごとにいずれか少ない額とする。ただし、補助金の額の算定に当たっては、千円未満の端数は切り捨てるものとする。
	区分
	補助金交付額

	５人槽
	　浄化槽工事費から川西町合併処理浄化槽設置整備事業費補助金を控除した額に３分の１を乗じて得た額又は１６０，０００円

	６人槽以上
	　浄化槽工事費から川西町合併処理浄化槽設置整備事業費補助金を控除した額に３分の１を乗じて得た額又は２００，０００円


　（交付の申請）

第６条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、規則第４条の規定にかかわらず、川西町浄化槽整備促進事業費補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、町長に申請しなければならない。
　⑴　転換であることを証する書類（住宅地図の写し、設計図前後等）

  ⑵　着工前の現状写真

  ⑶　納税証明書

  ⑷　その他、町長が必要と認める書類

２　前項に規定する添付書類は、川西町合併処理浄化槽設置整備事業費補助金交付要綱の申請書類と兼ねることができるものとする。
  （補助金の交付決定及び通知）

第７条　町長は、前条に規定する申請書を受理した時は、規則第５条第１項の規定にかかわらず、その内容を審査し、その結果を川西町浄化槽整備促進事業費決定（却下）通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。

  （申請内容の変更等）

第８条　前条により補助金の交付決定を受けた者（以下「実施者」という。）が、交付決定後に、申請内容を変更するとき又は申請を取り下げるときは、川西町浄化槽整備促進事業費補助金変更（取下げ）承認申請書（様式第３号）により、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。

２　町長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、その結果を川西町浄化槽整備促進事業費変更（取下げ）承認書（様式第４号）により実施者に通知するものとする。

  （完了報告）

第９条　実施者は、工事が完了したときは、規則第１３条の規定にかかわらず、速やかに川西町浄化槽整備促進事業完了報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。

  ⑴　浄化槽工事費に係る契約書及び領収書の写し

  ⑵　浄化槽工事の施工写真（工事中及び工事完了後）

  ⑶　その他町長が必要と認める書類

２　前項に規定する添付書類は、川西町合併処理浄化槽設置整備事業費補助金交付要綱の実績報告書類と兼ねることができるものとする。
  （補助金の確定）

第１０条　町長は、前条の規定による報告があったときは、報告書等の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告を適正と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、川西町浄化槽整備促進事業費補助金確定通知書（様式第６号）により実施者に通知するものとする。

  （補助金の請求）

第１１条　実施者は、前条の規定による補助金額の確定の通知を受けたときは、速やかに川西町浄化槽整備促進事業費請求書（様式第７号）を町長に提出しなければならない。

  （交付決定の取消及び補助金の返還）

第１２条　町長は、実施者が、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付決定を取り消すことができる。

  ⑴　偽りやその他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。
  ⑵　補助金の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。
  ⑶　その他町長が補助金の交付決定を取り消すべき事由があると認めたとき。
２　前項の規定により補助金の交付決定を取り消された実施者が、既に補助金の交付を受けているときは、町長の請求に応じ、交付を受けた補助金を返還しなければならない。
  （その他）

第１３条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し、必要な事項は町長が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、告示の日から施行する。
